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1. 研究の背景と目的 

 
自動車の混雑の激しい地域では，混雑緩和を目的とし

て環状道路などの整備が行なわれている．一方でこうし

た道路整備は，誘発交通を生じさせ結局混雑緩和につな

がらないという議論が存在する．既存の四段階推定法は，

一般に誘発交通を考慮に入れた需要予測を行えず，推計

される道路の整備効果にはバイアスが生じている可能性

がある． 
このような問題に対処すべく既存研究では四段階推定

法にかわる需要予測手法として需要変動型の統合需要モ

デルが構築されている1)．整合性・論理性に優れ，誘発

交通を表現することができるモデルである．この統合需

要モデルについては，現状再現性が従来モデルと比べ遜

色がないこと 1)，誘発交通を考慮した交通量の予測や便

益の推定がおこなえること2)が示されている．しかしモ

デルにより推計された誘発交通量が現実の値に近いもの

なのかどうかは検証されていなかった． 
この統合需要モデルには，開発交通などの交通市場以

外の影響や，物資輸送の変化に起因する誘発交通は含ま

れておらず，誘発交通の値を過小に推計している可能性

がある．一方で，通常の均衡モデルで仮定される利用者

の合理的な行動原理は，同一の交通手段を利用し続ける

慣性効果などを無視したものであり，交通行動変化を過

大に推計している可能性も高い． 
混雑地域における道路整備効果は，誘発交通量の大小

によって大きく変化することが知られている．したがっ

てモデルで出力される誘発交通量の妥当性の検証法，及

びその検証結果を基にしたモデルの改良は，統合需要モ

デルの実用化に向けた重要な研究課題といえる．そこで，

本研究は，モデル出力値の誘発交通量の妥当性の検証に

向けた基礎的な分析として，統合需要モデルの予測結果

について，2 時点のデータを用いて精度評価を行うこと

を目的とする． 
 

2. 既存研究 

 
(1) 誘発交通を考慮するモデル 

誘発交通を考慮するモデルの要件は，円山ら 2)，桐越

ら3), 4)がまとめている．このなかで従来用いられている四

段階推定法は利用者の行動原理が不明瞭であり，また一

般には配分段階での配分結果が発生集中・分布・分担段

階にフィードバックされないので，各段階でのOD 所要

時間が一致せず，結果的に道路整備の影響を考慮できな

いとされている．つまり，従来のモデルは経路変更以外

の誘発交通を考慮できない．一方，以下で紹介する統合

需要モデルは，誘発交通を表現するのに適したモデルの

ひとつとされている． 
 

(2) 本研究で使用する統合需要モデルの特徴 

本研究では円山ら 1),2)によって東京都市圏を対象に構

築されたマルチクラス Nested Logit 型ネットワーク統合

モデルを利用する．このモデルは，時間帯別の計算を行

っており，利用者をトリップ目的ごとに通勤，通学，業

務，私事，帰宅，貨物の6目的に分類し，交通手段は自

動車と鉄道の2 種類を想定している．配分レベルでは確

定的な経路選択行動を仮定し，通勤通学では発生交通量

を所与として分布分担配分レベルを統合している．業務

私事では一部の時間帯で発生レベルも統合している．こ

れらの統合は，手段別 OD 間所要時間(交通費用)が期待

最小費用の考え方で，各レベルのモデルに導入されてお

り，論理整合的である．帰宅と貨物は，OD 表を固定と
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2

している．また，モデルの解法として等価な数理最適化

問題を示し，それを解くことで厳密な均衡解を求めてい

る点で優れている． 
なお，このモデルを用いて道路整備による誘発交通を

試算した円山ら 2)の分析結果によると，誘発交通の量は

都市圏全体ではわずかであるが，対象道路の交通状況に

大きな影響を与え，特に混雑の激しいピーク時において，

その影響が大きいとしている． 
 
3. 需要予測モデルの精度評価法 

 
(1) 事後評価と逆予測 

通常交通需要モデルの精度の分析には事後評価という

手法が用いられる．事後評価はある基準年のデータで構

築したモデルによる予測年の予測結果と，予測年の実績

値や予測年の統計データを基準年のモデルに入力したと

きの予測年の予測結果などを比較分析し，当初のモデル

による予測結果の誤差の要因を分析する手法である． 
より単純な検証法は，現時点のデータで構築済みであ

るモデルを用いて，過去の時点を逆予測し，その結果と

実績値を比較するという方法である．本研究のモデルに

よる逆予測による分析は，別途報告する5)が，逆予測に

よる精度評価は簡便であるという利点がある一方，新規

リンク交通量のように分析不可能な出力値があることが

分かっている．したがって，以下では，過去の時点のデ

ータでモデルを再推定し，現時点を予測する事後評価に

ついて，その基礎分析を行う． 
 
(2) 比較対象のモデル 

統合需要モデルの精度を評価する際に，従来のモデル

との比較を行うことが有用となる．ここで，従来のモデ

ルとして，どのようなモデルを選定するのが望ましいか

を考えてみよう． 
a) モデル選定の基準 

統合需要モデルは，従来利用されている需要予測モデ

ルと比較して， 
[1] モデル内部の整合性 

[2] ミクロ経済学に基づく行動理論との整合性 
の 2点に優れたものである．[1]は，特に混雑現象によっ

て変化しうるサービスレベル変数の整合性であり，例え

ば，手段分担モデルで利用するOD 所要時間と，配分モ

デルの出力値であるOD 所要時間が完全に一致している

という特徴である． 
従来のモデルは，これら[1], [2]の点で何らかの問題点

を抱えている場合が多い．比較対象となる従来のモデル

を選定する場合，[2]の視点で考えると，ミクロ経済理論

と整合的とはいえないモデルは，あまりにも数多いため，

そのうちで，どのモデルを対象とするかで結果は異なり，

一般的な結論が導きにくい．また，誘発交通量の検証と

いう視点で見た場合，[2]の問題は本質的ではない．した

がって，モデルの理論整合性は取れているが，サービス

レベル変数の整合性の問題がある手法を今回の比較対象

とする． 
ネットワーク上のサービスレベル変数の変化(アクセ

シビリティの変化)が手段別 OD 表に与える変化を表現

しているのが統合需要モデルである．このモデルの比較

対象として，サービスレベル変数の変化が，利用者の経

路選択にのみ影響を与え，手段別OD 表には全く影響を

与えないモデルを考えるのは自然であろう．本論文では

このモデルを固定需要モデルと呼ぶ． 
将来交通需要予測モデルの目的のひとつは，将来時に

おける政策の有無(with/without)による交通状況の変化を

記述することである．統合需要モデルは，with/without

表1  昭和63年から平成10年の間に 
東京都市圏で開通した代表的な道路と鉄道路線 

道路路線 鉄道路線 
東関東自動車道(浜野～木更津南) 千葉都市モノレール(全線) 
圏央道(青梅～鶴ヶ島JCT) 京葉線 

(東京～南船橋,千葉みなと～蘇我) 
外環道(大泉JCT～三郷JCT) 北総開発鉄道(京成高砂～新鎌ヶ谷） 
東京湾アクアライン 
(浮島JCT～袖ヶ浦) 

住宅都市整備公団鉄道 
(千葉ニュータウン～印西牧の原) 

首都高5号線(高島平～美女木JCT) 千葉急行(千葉中央～ちはら台) 
首都高11号線(芝浦JCT～有明JCT) 東葉高速鉄道(西船橋～東葉勝田台) 
首都高湾岸線(本牧ふ頭～東海JCT) 半蔵門線(半蔵門～水天宮前) 
首都高横羽線(本牧JCT～新山下) 南北線(赤羽岩淵～溜池山王) 
首都高狩場線(石川町～狩場JCT) 大江戸線(光が丘～新宿) 
首都高埼玉線(美女木JCT～戸田南) 都営新宿線(篠原～本八幡) 
新湘南バイパス(藤沢～茅ヶ崎海岸) 小田急線(多摩センター～唐木田) 
千葉東金道路(東金～松尾横芝) 京王線(多摩センター～橋本） 
 

表2  モデルで使用するデータの年次 
使用するデータ 統合需要 固定需要 

モデルのパラメータ推定 S63 S63 
地域統計データ(人口など) H10 H10 
ゾーン毎発生交通量注1) H10 H10 
道路・鉄道ネットワーク H10 H10 

分布分担段階でのOD所要時間 H10 注2) S63 
注1) 業務・私事目的の発生交通量は，モデルで内生的に扱われ

ているので，それ以外の目的区分の発生交通量 
注2) モデルで内生的に決定される． 

トリップあり なし 

鉄道 

目的地1 

自動車 

経路 k 経路2 経路1 

目的地2 目的地 s

(手段m)

道路交通量

所

要 
時

間 

道路リンク 
コスト関数 

利用者行動 

道路ネットワーク

での混雑現象

均衡 

図2 本研究における固定需要モデルの構造 

Nested Logit モデルは，図

1の統合モデルと同一 

経路選択行動 

自動車OD表(固定) 



 

3

間で手段別 OD 表が変化するが，固定需要モデルは，

with/without間で手段別OD表が同一のものとなる． 
b) 固定需要モデルの OD 表の設定法 

さて，この次に問題となるのが，この固定需要モデル

の入力値である自動車OD 表をどのように設定するかと

いう点である．通常の都市圏レベルの将来予測に利用す

る場合の自動車OD 表は，現在パターン法や重力モデル

などの手法で予測される．しかし，今回の比較対象とし

て，これらの手法を利用することは，前述したミクロ経

済理論との整合性の問題が生じるため望ましくない．し

たがって，統合モデルのサブモデルとして利用している

Nested Logitモデルに，モデル構築時点の政策without時
のOD 所要時間を入力して計算したOD 表を利用するこ

とにする．これは，図2のように示される．ここで，政

策 with 時の値ではなくて，without 時の値を利用するの

は，以下の理由で明らかといえよう．仮にwith 時のOD
所要時間を利用すると，それは，サービスレベル変数の

変化がOD 表の変化として表現されることに他ならず，

今回の分析の比較対象として適切でなくなるためである． 
本稿の固定需要モデルによる出力値とは，以上のよう

に計算したOD 表を予測時点の道路ネットワークに確定

的利用者均衡配分したものである． 
 
4. 事後評価の基礎分析 

 
(1) 利用データ 

本稿では，昭和 63年(1988年，以下S63年と略記)と平

成 10 年(1998 年，以下 H10 年と略記)の 2 時点の東京都

市圏PT調査のデータを用いた分析を行なう．2時点間の

ネットワークの変化を表1のようにまとめられ，それぞ

れに対応した手段別ネットワークを構築した． 
今回は入力データの予測誤差を除去してモデル自体か

ら生じる予測誤差のみを分析対象とする．したがって，

両モデルの入力データには表2のように適宜H10年の実

績値を用いている．各モデルの分布・分担段階における

期待最小費用の計算に利用するOD 所要時間については，

統合需要モデルはモデルで内生的に決定されるため，

H10のデータといえる．一方，固定需要モデルでは，3(2)b)
で詳述したように，政策without時のOD所要時間を利用

する必要がある．したがって，S63年のwithoutネットワ

ークで均衡配分した結果によるOD 所要時間を利用して

いる． 
 
(2) モデルの再推定 

S63 年のデータを用いて統合モデルに含まれる Nested 
Logitモデルを再推定した結果と，H10年の推定結果を比

較したもの一部を表3に示す．今回，PT調査の非集計マ

スターデータを入手できなかったため，2 時点間のパラ

メータの差の厳密な統計的検定は困難である．ただし，

特に業務・私事目的の手段選択モデルの定数項に，2 時

点間で大きな差が出ていることが読み取れる．S63 年か

らH10年には，交通サービスレベルの変化以外の要因に

よる自動車分担率の増加があることが伺える．この定数

項の差は，統合需要モデルの利用者クラスを分割し，免

許保有・自動車保有など個人属性の変化を組み込むこと

で，今後表現することを試みたい． 
 
(3) 分析結果・考察 

前述のように現在のモデルでは，手段分担率の予測誤

差が大きいことが明らかなため，この分析はモデルの改

表3  Nested Logitモデルの主要パラメータ推定値の2時点間比較 
 トリップ目的 通勤 業務 私事 
 年次 H10 S63 H10 S63 H10 S63 

期待最小費用 −θ 3 -0.019 -0.0013 -0.018 -0.0038 -0.019 -0.0043 
山手線ダミー    1.35 1.29 0.94 1.35 

23区ダミー    0.21 0.34 0.56 0.94 
手段 

定数項  -0.85 0.82 -5.14 -2.35 -2.13 -1.07 

ln(ゾーン面積) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 
期待最小費用 −θ 2c a r -0.029 -0.032 -0.024 -0.028 -0.027 -0.030 

ln(就業者数密度) -0.03 -0.05     

ln(従業者数密度) 0.60 0.70     

ln(2次従業者数密度)   0.32 0.21   

目的地 

自動車 

ln(3次従業者数密度)   0.28 0.50 0.41 0.46 

ln(ゾーン面積) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 
期待最小費用 −θ 2r a i l -0.024 -0.023 -0.020 -0.021 -0.023 -0.021 

ln(就業者数密度) -0.30 -0.33     
ln(2 次従業者数密度) 0.17 0.31     

目的地 

鉄道 

ln(3 次従業者数密度) 1.08 1.10 1.16 1.34 0.90 0.97 

注) パラメータはすべて5%有意．パラメータの意味，モデルの構造などは，既報 2)を参照． 
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良後に行うこととして，以下では，目的地選択の変化に

よる影響を見る． 
a) トリップ分布の分析結果 

自動車通勤トリップ数のトリップ距離帯別の分布の変

化について調べる．道路整備による影響があるOD ペア

と影響が少ないODペアを区別するために，2時点間で，

OD所要時間が 10分以上短縮したODペアと，それ以外

のペアに分割した．それぞれ，図3, 図 4に結果を示す． 
図 3 の道路整備の影響を受けると考えられるOD につ

いては，PT 実績では，OD 距離 20km付近の短距離の割

合が低下し，40km-100km の長距離の割合が増加してい

ることが読み取れる．統合需要モデルでは，この変化の

傾向はPT実績とほぼ同様である． 
図 4 の道路整備の影響が少ない考えられるOD につい

ては，PT 実績では，OD 距離 10km付近の短距離の割合

が低下し，30km-60km の中距離の割合が増加している，

モデルもほぼこの変化を捕らえることができている． 
b) 考察 

今回の通勤目的の目的地選択モデルの説明変数には従

業者数，就業者数と経路選択モデルの期待最小費用が含

まれており，このモデルによる目的地選択確率と発生通

勤交通量を掛け合わせて通勤OD が定まる．従って職住

構造の変化や交通サービスレベルの変化による通勤 OD
の変化が予測されている． 
図 4 の OD ペアでは，2 時点間で交通サービスレベル

の変化は少ないため，OD の変化は，主に職住構造の変

化の影響を反映したものになっていると考えられるが，

この構造変化は統合需要モデルで良好に予測されている．

交通サービスレベルの影響が少ないため，固定需要モデ

ルでも統合需要モデルでもほぼ同様な予測精度がある． 
図 3 のOD ペアでは，職住構造の変化に加えて，道路

整備によるサービスレベルの向上の影響も反映した変化

が生じていると考えられる．交通サービスレベルの影響

を反映した統合需要モデルは，反映していない固定需要

モデルよりも予測精度の向上がみられる．ただ，PT実績

の変化の傾向は捉えているが，変化量そのものの予測精

度は十分とはいえず，今後の改良の余地が残される． 
 

5. おわりに 

 
本稿では，交通統合需要モデルから出力される誘発交

通を検証することを目的とした基礎的研究として，2 時

点の PT 調査データを用いた需要予測モデルの精度分析

を行った．自動車トリップ数の分布パターンの2時点間

の変化については，誘発交通を考慮した統合需要モデル

の精度が固定需要モデルよりも向上していることが明ら

かになった． 
一方，これらの分析の過程で，既存研究で構築された

統合需要モデルの課題がいくつか明らかになってきた．

講演時には，それらの課題に対応したモデルの修正を行

った後の分析結果も示すこととしたい． 
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図3  自動車トリップ数の距離帯別割合の変化(1) 
(2時点間で自動車所要時間が10分以上短縮したODペア)

図4  自動車トリップ数の距離帯別割合の変化(2) 
(2時点間で自動車所要時間が10分以上短縮していないODペア) 
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